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◎株主の皆様へ

◎営業の概況

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上

げます。

平素は、格別のご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

当社の第101期中間期（平成18年4月1日から平成18年9月30日ま

で）の営業の概況と中間決算の結果につきまして、ご報告申し上げます。

平成18年11月

当中間期のわが国経済は、原油価格や原材料価格高騰によるマイナス要因もありましたが、設備投資の拡大や個人

消費等の内需が引き続き好調であり、全体としてプラスの成長を維持し、堅調に推移いたしました。

自動車業界におきましては、国内販売は前年同期に比べ減少しましたが、四輪車全体の国内生産台数につきまして

は、北米向け等の海外販売の好調から輸出が増加するなど、前年同期を上回りました。また、世界生産台数におきま

しても前年同期を上回りました。

取締役社長

橋 清八

当社が置かれた環境

今年度の具体的実施事項として、国内事業につきましては、自動車部品（鉛フリーエンジンベアリング、アルミダ

イカスト製品等）の生産拡大への対応、および競争力強化に向けて8月に「大豊岐阜株式会社」が、第2工場の竣工を

いたしました。また、「大豊精機株式会社」において、『パイプ液封成形技術』を用いた部品事業の生産が本格稼動し

ております。

当社の取組み

当中間期の業績につきましては、連結売上高は、504億4千万円となり、前年同期に比べ85億5千万円（前年同期

比20.4％増）の増収となりました。製品部門別にみますと、軸受製品では159億円(前年同期比9.6％増)、ダイカス

ト製品では95億5千万円(前年同期比10.0％増)、ガスケット製品では49億7千万円(前年同期比244.1％増、「日本

ガスケット株式会社」の子会社化による増分を含む）、組付製品他では80億4千万円（前年同期比39.1％増）、設

備・金型製品では117億3千万円(前年同期比4.2％増)となりました。連結営業利益は、社内合理化活動の推進による

増益要因がありましたが、原材料価格の上昇等により、14億5千万円となり、前年同期に比べ1億4千万円（前年同期

比9.1％減）の減益となりました。連結経常利益は、15億9千万円となり、前年同期に比べ1千万円（前年同期比

1.0％増）の増益となりました。連結中間純利益は、8億9千万円となり、前年同期に比べ1億円（前年同期比12.7％

増）の増益となりました。

中間配当金につきましては、’06年11月1日開催の取締役会において、1株につき9円とし、’06年11月27日を支払

開始日とすることを決めさせていただきましたのでご報告申し上げます。

当中間期の業績

今後の経済の見通しにつきましては、雇用・所得環境の改善による個人消費の回復、堅調な企業収益を背景とした

設備投資の増加が予想されます。しかし、米国での景気に緩やかな減速傾向が見られることから、国内の景気にも相

応の影響を受けるものと思われます。自動車業界におきましては、米国における日系メーカーの販売は好調に推移し

ており、また新興国での需要増加を背景に自動車販売の堅調な伸びが期待される一方、部品メーカーのグローバルな

受注競争が一層厳しくなるものと思われます。

このような経営環境のなかで、当社は更なる事業の成長および経営基盤を強化するため、’06年度から’08年度に向

けての新たな中期経営計画を策定し、本年度より展開をしております。中期経営方針は｢技術革新・生産革新により、

世界競争を勝ち抜く｣、そしてスローガンを｢自ら創造、自ら挑戦｣とし、世界の顧客および市場にとってなくてはなら

ない信頼ある製品を創出し続けることによって発展してまいります。

今後の経営環境および当社の展開

通期の業績につきましては、連結売上高は1,040億円(前期比8.6％増)、連結経常利益は36億円（前期比12.0％

増）、連結当期純利益は22億円（前期比23.5％増）を見込んでおります。

また、当期の配当金は、中間配当9円を含め、1株当たり19円を予定しております。

通期の業績見通し



◎TAIHOの動き ◎業績ハイライト
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当社連結子会社の「大豊岐阜株式会社」は、エンジンベアリ
ングの生産能力拡大および競争力強化に向けた生産効率の向上
を目的として2006年8月に第2工場を竣工いたしました。
第1工場はアルミダイカスト製品の生産拠点として2005年8月

より操業しております。今回の第2工場竣工により最新鋭の生産
ラインを備えたエンジンベアリング生産拠点として本格的に稼
動いたします。

今後もグローバルな規模で自動車生産台数の増加が見込まれ
るなか、大豊グループは大豊岐阜株式会社の生産能力拡大によ
り軸受事業、ダイカスト事業をさらに強化し、お客様の期待を
上回る製品の供給に努めてまいります。

社　　名：大豊岐阜株式会社
所 在 地：岐阜県可児郡御嵩町2188番地6
設 立 日：2005年4月1日
出資比率：大豊工業株式会社100％
業務内容：エンジンベアリング、アルミダイカスト製品等の製造
売上規模：28億円（2007年度予定）

「大豊岐阜株式会社」第2工場　竣工
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◎連結決算の概要
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資 産の部

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産
合 計 99,539

科　　　目 当中間期
H18.9.30現在

41,788

12,962

18,479

600

7,502

2,242

57,751

51,179

258

6,312
100,845

45,815

14,246

19,829

1,900

7,042

2,797

55,029

48,521

247

6,260

前　期
H18.3.31現在

流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

負 債 計 55,300

負 債の部

科　　　目 当中間期
H18.9.30現在

26,906

28,394

16,000

2,837

9,556

57,015

28,503

28,511

16,000

2,999

9,511

前　期
H18.3.31現在

単位：百万円

売 上 高
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失

税金等調整前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益
中 間 純 利 益

科　　　目
当中間期
H18. 4 . 1 から
H18. 9 .30まで

50,449
44,194
4,803
1,451
420
279
1,592
48
51

1,590
472
179
45
893

41,896
36,008
4,290
1,597
225
246
1,577
50
131
1,496
713
△ 88
78
792

前中間期
H17. 4 . 1 から
H17. 9 .30まで

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定

新 株 予 約 権

少 数 株 主 持 分
純 資 産 合 計

99,539

純 資産の部
41,625

5,894

9,363

26,551

△ 183

1,354

810

544

1

1,256
43,829

40,884

5,762

9,232

26,071

△ 182

1,551

870

681

－

1,393

合 計
44,238

100,845

単位：百万円

連結貸借対照表

連結損益計算書
営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

新規子会社の現金及び現金同等物受入に伴う増加高

現金及び現金同等物の期末残高

科　　　目
当中間期
H18. 4 . 1 から
H18. 9 .30まで

2,734

△ 4,646

△ 341

△ 38

△ 2,293

14,723

－

12,430

2,836

△ 7,205

4,282

72

△ 14

7,221

900

8,106

前中間期
H17. 4 . 1 から
H17. 9 .30まで

単位：百万円連結キャッシュ・フロー計算書

単位：百万円連結株主資本等変動計算書　　当中間期（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

株主資本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

評価・換算
差 額 等 新株予約権 少数株主持分 純資産合計

平 成 1 8 年 3 月 3 1 日 残 高

中間連結会計期間中の変動額

剰 余 金 の 配 当

利益処分による役員賞与

中 間 純 利 益

ストックオプション行使による資本組入

自 己 株 式 の 取 得

そ の 他

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

平 成 1 8 年 9 月 3 0 日 残 高

中間連結会計期間中の変動額合計

5,894

131

5,762

131

9,232

131

26,071

△245

△156

893

△11

△182

△1

40,884

△245

△156

893

262

△1

△11

1,551

△197

－

1

1,393

△4

△13

45

△164

43,829

△250

△170

938

262

△1

△11

△359

9,363

131

26,551

479

△183

△1

41,625

740

1,354

△197

1

1

1,256

△136

44,238

408

平成18年5月1日施行の会社法により「連結剰余金計算書」が廃止され、「連結株主資本等変動計算書」が新設されました。これは貸借対照表の純資産
の部のなかで、主として株主の皆様に帰属する株主資本について、その会計期間における変動事由と変動額を、連結ベースでご報告するための計算書
類です。

平成18年5月1日施行の会社法により「資本の部」が廃止され、「純資産
の部」が新設されました。これは貸借対照表上、資産性を持つものを
「資産の部」、負債性を持つものを「負債の部」に記載し、それらに該当
しないものを資産と負債の差額として「純資産の部」に記載するもので
す。



◎単独決算の概要
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資 産の部

流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形及び売掛金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 装 置
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
子会社株式・出資金
そ の 他
合 計 70,142

科　　　目 当中間期
H18.9.30現在

25,154
6,850
12,203
499
2,596
3,005
44,987
24,415
3,887
10,896
7,605
2,025
114

20,457
2,116
16,920
1,421

70,395

28,062
8,268
12,245
1,799
2,522
3,226
42,333
24,216
3,944
10,870
7,605
1,795
119

17,997
2,143
14,377
1,475

前　期
H18.3.31現在

単位：百万円

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

科　　　目
当中間期
H18. 4 . 1 から
H18. 9 .30まで

29,739

26,213

3,100

425

456

124

757

5

9

753

174

82

496

－

－

29,078

24,859

3,134

1,084

359

188

1,255

10

10

1,255

330

45

879

533

1,413

前中間期
H17. 4 . 1 から
H17. 9 .30まで

単位：百万円

貸借対照表

損益計算書

単位：百万円株主資本等変動計算書　　当中間期（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

平 成 1 8 年 3 月 3 1 日 残 高

中間会計期間中の変動額

剰 余 金 の 配 当

利益処分による役員賞与

中 間 純 利 益

ストックオプション行使による資本組入

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

平 成 1 8 年 9 月 3 0 日 残 高

中間会計期間中の変動額合計

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

未 払 金

未 払 費 用

そ の 他

固 定 負 債

社 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他
負 債 計 30,159

負 債の部

科　　　目 当中間期
H18.9.30現在

11,524

7,020

1,342

2,799

362

18,635

16,000

2,496

138
30,849

12,025

7,542

812

2,748

921

18,824

16,000

2,686

138

前　期
H18.3.31現在

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評価・換算差額等

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

新 株 予 約 権
純 資 産 合 計

70,142

純 資産の部
39,356

5,894

9,549

23,935

△22

624

624

1
39,545

38,909

5,762

9,418

23,749

△21

636

636

－

合 計
39,983

70,395

株主資本
資 本 金

5,894

131

資本剰余金

9,549

131

利益剰余金

23,935

185

自 己 株 式

△22

△1

株主資本合計

39,356

447

評 価 ・ 換 算
差 額 等

624

△11

新 株 予 約 権

1

1

純 資 産 合 計

39,983

437

会計期間における剰余金の変動は、平成18年5月1日施行の会社法により新設された「株主資本等変動計算書」で説明されるため、損益計算書末尾の
「未処分利益」の計算区分は廃止されました。

平成18年5月1日施行の会社法により「利益処分計算書」が廃止され、「株主資本等変動計算書」が新設されました。これは貸借対照表の純資産の部の
なかで、主として株主の皆様に帰属する株主資本について、その会計期間における変動事由と変動額を、単体ベースでご報告するための計算書類です。

平成18年11月１日開催の取締役会において、平成18年 9 月30日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む）
に記載または記録された株主または登録質権者に対して行う中間配当につき、次のとおり決議しました。

■中間配当金について

中 間 配 当 金
効 力 発 生 日
ならびに支払開始日

1 株につき 9 円

平成18年11月27日

1.
2.

5,762

131

9,418

131

23,749

△246

△64

496

△21

△1

38,909

△246

△64

496

262

△1

636

△11

－

1

39,545

△246

△64

496

262

△1

△9

平成18年5月1日施行の会社法により「資本の部」が廃止され、「純資産
の部」が新設されました。これは貸借対照表上、資産性を持つものを
「資産の部」、負債性を持つものを「負債の部」に記載し、それらに該当
しないものを資産と負債の差額として「純資産の部」に記載するもので
す。
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◎株式の概況（平成18年 9 月30日現在）
●発行可能株式総数 48,400,000株
●発行済株式総数 27,679,590株
●株主数 5,794名
●大株主（上位10名）

創 業
資 本 金
従 業 員 数
本社所在地

事 業 内 容

昭和19年 1 月
58億 9 千 4 百万円
1,477名
〒471-8502
愛知県豊田市緑ヶ丘 3 -65
TEL （0565）28-2225（代表）
軸受製品、ダイカスト製品、ガスケット
製品、組付製品他、精密金型
上記製品の製造および販売

●本社／本社工場 （愛知県豊田市）
●細谷工場 （愛知県豊田市）
●篠原工場 （愛知県豊田市）
●九州工場 （鹿児島県出水市）
●春日井工場 （愛知県春日井市）
●幸海工場 （愛知県豊田市）
●土岐工場 （岐阜県土岐市）
●東京営業所 （東京都中央区）
●大阪営業所 （大阪府大阪市淀川区）
●静岡営業所 （静岡県掛川市）
●デュッセルドルフ事務所 （ドイツ）

大豊精機株式会社
株式会社ティーイーティー
株式会社タイホウライフサービス
株式会社タイホウテクノサービス
株式会社タイホウパーツセンター
大豊岐阜株式会社
日本ガスケット株式会社
タイホウ コーポレーションオブアメリカ
タイホウヌサンタラ株式会社
タイホウコーポレーションオブヨーロッパ有限会社
韓国大豊株式会社
大豊工業（煙台）有限公司

日本メタルガスケット株式会社
ティーエフグローバルガスケット有限会社
ヤマテ工業株式会社
タイホウタイランド株式会社

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社
株 式 会 社 豊 田 自 動 織 機
日 本 発 条 株 式 会 社
豊 田 通 商 株 式 会 社
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
大 豊 工 業 従 業 員 持 株 会
野 々 山 　 秀 　 夫
シービーエヌワイデイエフエイインターナショナルキャップバリューポートフォリオ
柴 田 幸 子

9,676
1,427
1,344
1,071
950
759
417
305
262
256

株 主 名 持株数（千株）

第98期 第101期第100期第99期

（単位 ： 円）期末配当 中間配当

17

9

16

8

8 8

18

9

9

19
（予定）

10
（予定）

9

0

4

8

12

16

20

● 株主の地域別分布

関　東 

中　部 

近　畿 

その他 

30.0%

43.3%

16.1%

10.6%

● 株価チャート（月足）

● 1株当たり年間配当金

1,400

1,600

1,200

1,800

H17.10 11 12 2 3 4 5 6 7 8 9（月）H18.1

株価（円）

高値
安値

出来高（万株）

0

50

100

150

200

取 締 役 社 長
取締役副社長
専 務 取 締 役
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
取 　 締 　 役
常 勤 監 査 役
監 　 査 　 役
監 　 査 　 役
監 　 査 　 役

橋 清 八
福 田 　 孝
河 合 弘 義
天 野 利 紀
斎 藤 和 幸
熊 田 喜 生
野々山　秀　夫
柴 田 和 敏
野 村 義 則
山 崎 謙 一
近 藤 隆 彦
末 田 　 満
河 野 文 隆
松 野 雅 廣
能 瀬 嘉 則
葉 山 稔 樹
伊 藤 英 成
村 木 　 武

会社概要

事業所および営業所

主な関連会社

役　員

主な子会社


